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(1) 業務の内容 
 

(a) 業務題目  
  2.2.1 沖合構造調査 

 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
国立研究開発法人海洋研究開発機構 
海域地震火山部門 
同 地震発生帯研究センター 
プレート構造研究グループ 

 
 
研究推進部 研究推進第 2 課 

部門長 
 
センター長代理 
副主任研究員 
研究員 
技術主任 
事務主任 

小平 秀一 
 
藤江 剛 
白石 和也 
野 徹雄 
三浦 亮 
石井 将人 

 
(c) 業務の目的 

北海道北西沖～鳥取沖にかけての日本海の沿岸部から大和海盆・日本海盆に至る海域に

おいて、ストリーマーケーブルを用いたマルチチャンネル反射法地震（MCS）探査と海底

地震計（OBS）を用いた地震探査を実施し、日本海の地殻構造・断層の位置と形状を明ら

かにする。 
 

(d) 8 ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 
1) 平成 25 年度： 
北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データを収集し、必要に応じて再処

理を実施した。その結果を用いて、地殻変形構造の特徴の概略を把握した。 
 
2) 平成 26 年度： 
石川沖から福井沖にかけての海域において、MCS 探査及び OBS による地震探査を実施

し、地殻構造を明らかにした。特に、断層に関連した変形構造、及びそれらと地殻構造の

関係を明らかにし、日本海の地殻形成過程も考慮した震源断層モデルの構築や津波波源モ

デル作成のための基礎資料とした。 
 
3) 平成 27 年度： 
福井沖・京都沖～大和海盆の海域において、MCS 探査及び OBS による地震探査を実施

し、地殻構造を明らかにした。特に、断層に関連した変形構造、及びそれらと地殻構造の

関係を明らかにし、日本海の地殻形成過程も考慮した震源断層モデルの構築や津波波源モ

デル作成のための基礎資料とした。 
 

4) 平成 28 年度： 
兵庫沖から鳥取沖にかけての沿岸部から隠岐堆・大和海盆に至る海域において、MCS 探
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査と OBS を用いた地震探査を実施した。調査により得られたデータから詳細な地殻構造

イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出した。 
 
5) 平成 29 年度： 
1940 年積丹半島地震（MJ7.5）震源域を含む北海道北西沖の沿岸部から武蔵堆・石狩海

盆・武蔵海盆・日本海盆に至る海域において、震源断層モデルや津波波源モデル作成のた

めに MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施した。調査により得られたデータから詳細

な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出した。なお、一部の

測線では海陸統合探査を行い、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造のデー

タを取得した。 
 
6) 平成 30 年度： 
1993 年北海道南西沖地震（MJ7.8）震源域を含む北海道南西沖の沿岸部から日本海盆に

かけての海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施した。調査により得ら

れたデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出

した。なお、一部の測線は海陸統合探査を実施し、陸域部から沖合の海域部にかけての地

殻全体の構造を構築した。 
 
7) 平成 31 年度（令和元年度）： 
西津軽沖から新潟沖にかけて「ひずみ集中帯重点的調査観測・研究」で調査未完了とな

った海域及び平成 26 年度～30 年度の調査において調査未完了となって海域について、

MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施した。調査により得られたデータから詳細な地

殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出した。なお、一部の測線

は海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構

築した。 
 
8) 令和 2 年度： 
北海道北西沖から鳥取沖にかけての日本海の地殻構造、断層・褶曲等の地殻変形構造の

形態、及びその分布をまとめ、その結果を津波波源モデル、震源断層モデル構築のための

基礎資料の一部として提供した。 
 

(e) 令和 2 年度業務目的 
北海道北西沖から鳥取沖にかけての日本海の地殻構造、断層・褶曲等の地殻変形構造の

形態、及びその分布をまとめ、その結果を津波波源モデル、震源断層モデル構築のための

基礎資料の一部として提供する 
 
(2) 令和 2 年度の成果 
(a) 業務の要約 

本サブサブテーマにてこれまで取得した北海道北西沖から鳥取沖にかけての地震探査

データの解析を進めて、その結果を震源断層モデル構築のための基礎資料の一部として提
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供し、日本海の地殻構造の特徴をまとめた。特に、以下の 3 つの点を重点的に実施した。

1 つ目は平成 31 年度（令和元年度）に山形県沖で取得した地震探査データの解析を行っ

た。2 つ目はこれまで本サブサブテーマにて取得した MCS データの再解析を実施した。3
つ目はこれまで北海道北西沖から鳥取沖にかけて取得した地震探査データを用いて日本海

の 3 次元地殻構造モデルの作成を試みた。 
 

(b) 業務の実施方法 
1) 平成 31 年度(令和元年度)の山形沖の地震探査データの解析 

 平成 31 年度(令和元年度)に実施した山形沖の地震探査は、台風の影響により MCS 探査

は実施できず、OBS を用いた地震探査のみのデータ取得となった 1)（図 1）。平成 31 年度

(令和元年度)は OBS データを用いて、トモグラフィックインバージョン 2) による走時解

析を行ったが、令和 2 年度は OBS で記録されたエアガン発震の初動走時とモホ面からの

反射波（PmP）の走時の読み取りを見直し、初期モデルやパラメータを再検討した上で、

トモグラフィックインバージョンによる走時解析による P波速度構造を改善した。さらに、

走時解析で得られた P 波速度構造と OBS で得られた波形データを用いて、波形解析によ

るイメージングも試みた。実施した手法は「Reverse time migration」・「Prestack depth 
migration」・「Mirror imaging」の 3 つである。 
「Reverse time migration」は、受振点で観測された波動場を時間軸上で逆方向に外挿

させる方法で、逆伝播された波動場に震源から時間軸順方向に外挿される波動場とのイメ

ージング条件が適用されることによって、マイグレーション記録が得られる 3)。今回は、

Shiraishi et al. (2019) 4) で実施されている方法を適用しており、OBS の上下動記録のデ

ータを用い、発震点―受振点の組み合わせによる一次反射波を利用する手法で、観測波形

を受振点から動画を逆再生するように逆伝播した波動場と、震源からは震源関数を順方向

へ伝播させた波動場をそれぞれ地震波モデリングで再現し、同一時刻の両波動場の相関結

果を時間積分することで、イメージ領域内の反射面や散乱体を結像させる 4),5)。解析にお

いては、「Reverse time migration」を行う前に、前処理を行っている。実施した前処理は、

測位データ（UKOOA P1/90 ファイル）による Geometry set で Trace header を編集した

後、バンドパスフィルターと F-X エディットによるノイズ抑制、最小位相変換、デコンボ

リューションを適用した。以上の前処理を行った Common receiver gather データに対し

て、「Reverse time migration」を適用した。使用した速度構造は走時解析で得られた P 波
速度構造であるが、モホ面を境に急激な速度変化を避けるため、速度上限値を 7.250 km/s
に設定した。「Reverse time migration」を実施した後は重合処理を行い、重合後に Dip 
filter とバンドパスフィルターを適用している。 
「Prestack depth migration」は OBS の上下動記録のデータを用いて、「Reverse time 

migration」と同様の前処理を適用した上で、直達波・屈折波・多重反射波のノイズ抑制処

理と AGC（automatic gain control）を用いた振幅調整を行った後、Kirchhoff prestack 
depth migration を実施した。使用した速度構造は、「Reverse time migration」と同様に

速度上限値 7.250 km/s に設定した走時解析で得られた P 波速度構造である。Kirchhoff 
prestack depth migration を実施した後、Common offset gather データに対してノイズ
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抑制処理として速度フィルターを適用し、重合処理を行った。重合後は、Dip filter とバン

ドパスフィルターを適用した。 
「Mirror imaging」は、一般的に地震計（ジオフォン）の上下動記録とハイドロフォン

で得られるデータの極性の違いと一次多重反射波を利用し、加減処理により波動場分離を

行い、イメージングを行う 6)。しかし、今回の使用した OBS はハイドロフォンの多くの記

録が Saturation（振幅が振り切れた状態）を起こしており、データ処理で対応することが

困難だったため、地震計（ジオフォン）の上下動記録のみでイメージングすることにした。

まず、「Reverse time migration」や「Prestack depth migration」と同様の前処理を適用

した後、「Mirror imaging」では海底面位置で観測される海面一次多重反射波をイメージ

ングに利用するため、発震点と受振点の位置から計算した海面と海底面の間の一次多重反

射波走時より前をミュートした。ミュート後のデータに対して、二次・三次の多重反射波

を抑制する処理を行い、デコンボリューションと AGC による振幅調整を実施した上、

Prestack depth migration を行った。使用した速度は、走時解析で得られた P 波速度構造

を使用したが、海水中の速度は 1.475 km/s とした。Prestack depth migration 後は、Outer 
mute と速度フィルターによるノイズ抑制処理を行い、重合処理を行った。重合後はバン

ドパスフィルターを適用した。 
 
2) マルチチャンネル反射法地震探査データの再解析 

 本サブサブテーマでは、平成 26 年度～30 年度に MCS 探査を北海道西方沖及び石川沖

～鳥取沖で実施した（図 2）。今回はこれらの MCS 探査データについて再解析を行い、ノ

イズ抑制処理を中心に処理モジュール及びパラメータを見直した上で、Prestack time 
migration を適用し、重合処理を行った。ノイズ抑制処理については、まずランダムノイ

ズを抑制させ、相対的に S/N を向上させるために、それぞれ Shot gather データと Channel 
gather データに対して適用している F-X Median Filter について、パラメータを見直し

た。また、多重反射抑制処理としては、Surface-Related Multiple Elimination と Tau-P 
Deconvolution と High-Resolution Parabolic Radon Transform を組み合わせて適用した。

以上のノイズ抑制処理を実施した上で、速度解析も改めて実施し、Prestack time 
migration を行った。Prestack time migration を適用した後は、F-X Deconvolution と

Inner Mute を行い、重合処理を実施した。 
 

3) 日本海の 3 次元地殻構造モデル構築 
本プロジェクトでは、北海道西方沖・山形沖・石川沖～鳥取沖での地震探査データが取

得され、地殻構造がイメージングされたが、先行プロジェクトである「ひずみ集中帯の重

点的調査観測・研究プロジェクト」7) と合わせると、北海道西方沖～鳥取沖までにおいて、

約 20 km 間隔での MCS 探査データと約 100 km 間隔での OBS による地震探査データが

得られたことになる（図 3）。そこで、これらのデータを用いて、日本海の南東側半分（日

本海東縁～山陰沖日本海）のモホ面の形状と 3 次元 P 波速度構造の構築を試みた。モデル

の構築はシュルンベルジェ社のソフトウェア（Petrel）を用い、「日本海地震・津波調査

プロジェクト」と「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」7) と「新潟県中

越沖地震に関する緊急調査研究」8),9) で取得した地震探査データを登録して構築した。加
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えて 2,000 年代に大和海盆や鳥取沖 10),11) で実施された地震探査データや、2,000 年以前

の地殻構造探査の結果も測線の位置や速度構造をデジタイズができた P 波速度構造

12),13),14),15),16),17),18),19) についてモデルへの取り込みを検討した（図 3）。 
まず、モホ面の空間的な形状の検討については、地震探査データで推定されているモホ

面の深度をもとに、重力データで空間的な接続および補正を行った。重力データの利用の

ために Priezzhev and Pfutzner (2014) 20) に基づいた Petrel の重力インバージョンのプラ

グインである「Gravity Magnetic Modeling and Inversion toolkit」を用いた。使用した

重力データは日本重力データベース 21) の陸域・海域の両方を含むグリッドデータを使用

し、密度構造は Ludwig et al. (1970) 22) の速度・密度関係式を用いて仮定した。 
次に、3 次元 P 波速度構造モデルについては、モデル作成において先行研究 23) を参考

にして進めた。モデルの大きさは最上面を海水面から空中へ 3 km、最下面を海水面から地

下 40 km に設定し、グリッドサイズを 1 km×1 km とした。そして、モデル内には、海水

面（0 km）、海底面、堆積層基盤面、モホ面の 4 つの面を設定し、大気層と海水層は一定

の速度を入力した。海底面下からモデル最下部（40 km）までは地震探査で決めた P 波速
度構造をもとに、モデリングした。 

 
 

 
図 1 OBS データを用いた走時解析と波形解析を実施した平成 31 年度(令和元年度)の山

形沖の地震探査の測線図。黒線が地震探査測線、丸印が OBS 設置点（赤丸：東京測振

型、黄丸：アンカー回収型）。橙印が 2019 年 6 月 18 日山形県沖の地震（MJ6.8）の本

震の位置 24)、黒点が 2000/1/1～2020/8/31 の気象庁一元化震源による震源分布（M ≧ 
1.0、深さ≦ 50 km）24),25)、白線が海底活断層 26)。 
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図 2 MCS 探査データの再解析を実施した平成 26 年度～30 年度の測線図。灰色点が

1919/1/1～2019/2/28 の気象庁による震源分布（M ≧ 2.0、深さ≦ 50 km）24)。図中の

黒字は測線名、赤字は JB：日本海盆、YB：大和海盆、YR：大和海嶺、OSR：奥尻海嶺、

IB：石狩海盆、ST：後志トラフ、OSB：奥尻海盆、OKR：隠岐海嶺、OT：隠岐トラフ、

KOB：北隠岐堆。 
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図 3 日本海の 3 次元地殻構造モデル構築を実施したモデルの範囲（橙線枠）と地震探査

測線。黒線が MCS 測線、赤線が本サブサブテーマで取得した OBS を用いた地震探査測

線、紫線が「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」7) で取得された OBS
を用いた地震探査測線、青線が Sato et al. (2006) 11) の測線、緑線は本サブサブテーマ

や「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」以外で Petrel へ登録した地殻

構造探査の結果 8),9),10),12),13),14),15),16)。白点線は図 13 の表示範囲。 
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(c) 業務の成果 
1) 平成 31 年度(令和元年度)の山形沖の地震探査データの解析 

 山形沖にて MCS 探査が実施できなかったので、堆積層や基盤構造での短縮変形の分布

や形状の詳細を得られなかった。しかし、今回 OBS で得られた地震探査データを用いて、

走時解析に加えて波形解析を行うことにより、比較的 OBS 間隔が粗であるデータ取得で

あったにも関わらず、走時解析と波形解析による手法の特長を生かした新たな地殻構造イ

メージングを得ることができ、今後の課題も見つかったことは、大きな成果と言える（図

4）。 
 今回、3 つの波形解析の手法を試したが、各々の結果について記す。まず「Reverse time 
migration」については、Shiraishi et al. (2019) 4) によって南海トラフ熊野灘での OBS デ

ータに適用された研究と比べると、今回の OBS の設置点間隔の方が粗い条件ではあった

が、PmP の波線が通過している範囲ではモホ面と解釈される反射面が大和海盆から最上ト

ラフまでほぼ全範囲にイメージングされた。過去に同一海域で実施されている MCS 探査

27),28) では、大和海盆から最上トラフにかけてモホ面がクリアにイメージングすることが

できなったので、この結果はこの海域での地殻の厚さの変化を定量的に評価する上では非

常に重要な結果である。一方で、大和海盆西部の一部（65～105 km）ではモホ面のイメー

ジが非常に弱くなるが、OBS の設置点間隔が大和海盆中央部に位置する富山深海長谷付近

から西側で 16 km とさらに粗くなるので、OBS の設置点間隔が解析結果に影響している

可能性があり、その点は今後の検討課題になる。また、地殻内については、相対的に大和

海盆側のイメージが佐渡海嶺～最上トラフ下のイメージより reflective な結果になってい

る。走時解析による P 波速度構造の結果からは大和海盆側が厚い海洋地殻と見られ、佐渡

海嶺～最上トラフ側は伸張された大陸地殻と推定されるが、地殻内の reflectivity の違い

を示唆する結果にはなっていない。この地殻内のイメージングの地域性の真偽については

現状明確に説明できないので、今後の課題となる。さらに、浅部には堆積層とその基盤と

推定できるイメージも確認できる。ただし、浅部の結果が実際に堆積層とその基盤をイメ

ージしているか否かは、偽像である可能性も含めて断定することはできない。仮に堆積層

とその基盤だった場合には堆積層の層厚の大まかな地域性の評価には使用できる可能性が

あるが、断層や背斜のような短縮構造の同定までは難しい。今後、MCS 探査と OBS によ

る地震探査の両方を実施している他の測線でも、「Reverse time migration」を適用するこ

とにより、浅部のイメージについて改めて検討したい。 
 次に、「Prestack depth migration」についてであるが、得られた地殻構造のイメージに

関する概略はほぼ「Reverse time migration」と同じである。MCS 探査の解析で一般的に

用いられている「Prestack depth migration」が、OBS データに対してノイズ抑制処理を

はじめとする前処理を適切に実施すれば、今回のような OBS 間隔が粗いデータでも地殻

構造に関する情報が得られる結果を得ることができたことは重要である。一方で、

「Reverse time migration」との差異もあり、まず今回の結果からの比較では「Prestack 
depth migration」の方が、解析に用いた周波数帯域が広いため、相対的に高周波なイメー

ジになっている。そのため、モホ面で比較すると、「Prestack depth migration」の方がシ

ャープな反射面としてイメージされている。一方で、佐渡海嶺～最上トラフにおいて 280 
km より東側の領域ではモホ面のイメージが著しく悪くなり、約 25 km 以深でのイメージ
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に関しては「Reverse time migration」の方がよい結果が得られている。また、堆積層に

相当する浅部に関しては、明瞭なイメージはほぼ得られていない。 
 最後に、「Mirror imaging」についてである。今回使用した OBS は、「Mirror imaging」
等の波形処理を想定した調整を行わなかったため、地震計（ジオフォン）とハイドロフォ

ンのデータを用いた加減処理による波動場分離を行うことができなった。そのため、一般

的な「Mirror imaging」の特徴の 1 つである下方進行波を抽出して利用することができな

った。また、OBS の設置点間隔の粗さは、「Reverse time migration」や「Prestack depth 
migration」以上に強く影響があり、これもイメージング範囲を狭める要因となった。平成

29 年度に実施した北海道北西沖での地震探査では、OBN（Ocean Bottom Node）を使っ

た「Mirror imaging」を試みたが、このときはデータ取得時から「Mirror imaging」を想

定した機器設定やデータ取得仕様となっていた 29)。今後「Mirror imaging」の可能性が想

定される場合はハイドロフォンの設定や OBS の設置点間隔等のデータ取得仕様について

の配慮は必要である。しかし、「Mirror imaging」による解析を行うには最適とは言えない

条件であったものの、3 つの手法の中では堆積層等の浅部構造のイメージに対しては一番

有効である結果が得られた。特に、大和海盆東部から佐渡海嶺西縁にかけてはイメージが

連続的に接続し、堆積層内の構造や富山深海長谷の形状も確認できる（図 5）。 
 以上の 3 つの手法による波形解析の結果と走時解析による P 波速度構造の結果から、山

形沖の地殻構造についてまとめると、地殻の厚さは大和海盆で 15 km、佐渡海嶺～最上ト

ラフで 20～22 km となっている。また、上部地殻（6.6 km/s 以下）に相当する部分が佐渡

海嶺から陸側と大和堆が大和海盆と比較して相対的に厚くなっている。これらの特徴につ

いて、日本海で実施した結果 27),30),31),32) と比較すると、大和海盆の特徴は先行研究と同様

に厚い海洋地殻の速度構造に対応している。一方、佐渡海嶺から陸側と大和堆に関しては、

先行研究と同様に大陸地殻の速度構造の特徴で形成されている。調査測線近辺で発生した

被害地震である 2019 年山形県沖の地震（MJ6.7）の震源域は、大陸地殻の領域に位置して

おり、推定されている活断層や地震活動のほぼ大陸地殻の領域の中である。 
 また、今回の解析は、OBS の設置点間隔がこれまでの地震探査と比べると粗く、MCS 探

査も実施されていないので走時解析の初期モデルに堆積層の情報を組み込むことができな

いなど、条件が必ずしも良いとはいえなかったが、複数の解析手法の適用により、山形沖

での地殻構造に関する情報を得ることができた。今後、他の測線でも同様の手法を適用し

たときとの比較も行い、他の海域で実施される OBS を用いた地震探査のデータ取得仕様

の検討に資する情報を得たい。 
 

2) マルチチャンネル反射法地震探査データの再解析 
 再解析を行った結果は図 6～12 に示す。これらのデータは、サブサブテーマ「2.5 津波
波源モデル・震源断層モデルの構築」の「2.5.1 断層モデルの構築」へ提供した。得られた

結果は、これまで解析結果から設定されている震源断層モデルと大きく変更されることは

ないが、日本海沿岸特有の背斜や逆断層のような短縮構造や日本海盆で認められる明瞭な

モホ面や地殻内反射面をさらに強調するイメージとなっている。 
 例えば、北海道北西沖（測線 SJ1705～SJ1708、SJ17IS）に関しては、日本海盆の東側

に位置している奥尻海嶺から石狩海盆にかけての領域では堆積層や基盤形状のイメージか
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ら逆断層を伴った非対称な背斜による構造が認められる。これらの逆断層の多くは本プロ

ジェクトで設定されている震源断層モデル 33) や既存研究で推定されている海底活断層に

対応している 26)。一方で、奥尻海嶺から西側のイメージでは、基盤下にモホ面等の深部反

射面は現時点での処理結果からは確認できない。日本海盆内は短縮した構造の形成は認め

られず、モホ面等の連続的な反射面も明瞭にイメージされていない。 
 北海道南西沖（測線 SJ1801～SJ1809）は、1993 年北海道南西沖地震の震源域と重なっ

ている領域である。奥尻海盆・後志トラフから北海道南西沖地震震源域の領域では明瞭な

短縮構造がイメージされている。北海道南西沖地震余震域と重なる奥尻海嶺に関して、調

査した海域の北側では西傾斜の逆断層を伴った短縮構造の形成が明瞭に認められるが、奥

尻島が位置している南側では東傾斜を伴った短縮構造の形成も確認できる。一方、日本海

盆では堆積層中には断層が発達しているイメージが得られているが、海底地形の変形は生

じていない。また、モホ面が非常に明瞭で連続性の良い反射面が確認でき、地殻内にも明

瞭な反射面が認められる。さらに、モホ面下の最上部マントルに相当する付近にも反射体

の存在を示唆するイメージが得られている。さらに、日本海盆東縁はモホ面と見られる反

射面のイメージが不明瞭になり、その領域では短縮した構造と地殻内に東傾斜の反射面が

認められる。 
 石川沖～鳥取沖（測線 SJ14xx～SJ16xx）は、大陸棚～大陸棚斜面の堆積層中に短縮変

形した背斜と逆断層が多くイメージされている。ただし、調査測線においては、能登半島

周辺では堆積層が非常に薄くなっている領域もあり、短縮した構造を判別することが難し

い。それに対して、福井沖・若狭湾から隠岐トラフにかけては堆積層が厚く、短縮した構

造も同定しやすい。一方で、石川沖～鳥取沖は活断層が逆断層型から横ずれ断層型へと変

化していく海域である 26)。その影響もあり、今回の深部構造まで得られる MCS 探査結果

においても、兵庫沖～鳥取沖の大陸棚では活断層と推定される変形の同定は難しくなって

いく。また、大和海盆に関しては、測線 SJ1404 や SJ1405 でモホ面と推定される反射面

が確認できるが、それ以外ではモホ面は明瞭にイメージングされない。 
 

3) 日本海の 3 次元地殻構造モデル構築 
 今回構築したモデルは、地震波トモグラフィーのような速度構造を推定する手法ではな

く、4 つの面を設定し、地震探査で取得された速度構造や形状を内挿及び外挿している形

となっている。そのため、データがある領域以外は、その領域の構造を正確に数値化でき

ているわけではない。また、今回は本プロジェクトや「ひずみ集中帯の重点的調査観測・

研究プロジェクト」で取得されたデータ以外に関してデジタイズ等で数値化できた過去の

探査結果についても合わせて、データの統合を検討したが、時間的に各々のデータとの対

応や整合性を確保することができなかったので、本報告の時点では新潟県中越沖 8),9) と鳥

取沖の結果 11) のみを加えている。 
 現時点でのモデルからは、日本海の地殻構造の特徴を表現された結果となっている（図

13）。日本海は、背弧拡大と拡大後の太平洋プレートの沈み込み等に伴う圧縮によって

34),35) 、非常に複雑な海底地形を形成している 36) が、地殻全体の厚さの変化も複雑である

（図 14）。本プロジェクトや「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」の地

殻構造探査からも示唆されていることであるが、大陸地殻で形成されている日本海沿岸や
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大和堆や隠岐堆ではモホ面が相対的に深くなり、海洋地殻で形成されている日本海盆や大

和海盆では相対的にモホ面が浅くなっていることが空間的にも明瞭となっている。また、

日本海の活断層や地震活動は、日本海沿岸部の大陸地殻の領域に分布しているケース、大

陸地殻と海洋地殻の境界部や海洋地殻の厚さが変化している部分に分布しているケースの

大きく 2 つのタイプが指摘されている 30)。今回の結果から、日本海沿岸の地殻が厚い領域

だけではなく、地殻の厚さが急変しているところでも活断層や震源分布がしていることが

表現されている（図 15）。 
 日本海は、活断層や震源分布が大陸棚等の沿岸部や海陸境界付近に集中している一方、

地震探査測線は沿岸域が測線の端点に位置し、漁業活動や航行船舶等の影響により探査自

体も難しいため、データが少ない。今後は、新たな探査によるデータ取得も難しいため、

地震波トモグラフィーで得られた結果の活用が選択肢の１つとして重要となる。例えば、

本プロジェクトのサブサブテーマの 1 つである「2.5.2 沿岸域の地震活動の把握」では、エ

アガン発震を防災科学技術研究所 Hi-net 高感度地震観測網で受振した記録から地震波ト

モグラフィーを日本海沿岸域の海上まで広げる研究も進められている 37) ので、将来的に

はこのデータの活用も検討したい。また、今回は本プロジェクトや「ひずみ集中帯の重点

的調査観測・研究プロジェクト」で取得された以外の地殻構造探査データをほとんど組み

込むことができなかった。ほとんどのデータが 2,000 年以前の観測のため、解析方法や

OBS の使用台数の違いによりデータを統合させることは容易ではないが、日本海はデータ

が全体的に少なく、今後地殻構造探査が実施されるかはわからないので、多くのデータを

活用し、より最適なモデルを構築できるように検討を進めたい。 
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図 4 平成 31 年度(令和元年度)の山形沖の地震探査による OBS データを用いた走時解析

と波形解析の結果。(a) 走時解析による P 波速度構造。(b) Reverse time migration に

よるイメージングの結果。(c) Prestack depth migration によるイメージングの結果。

(d) Mirror imaging によるイメージングの結果。地図中の YR は大和海嶺、YB が大和

海盆、TC が富山深海長谷、SR が佐渡海嶺、MT が最上トラフ。 
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図 5 Mirror imaging の結果における図 4(d) 中の黒枠の拡大図。ハイドロフォンデータ

が利用できなかったので、イメージングの範囲は限定的だったが、連続的にイメージン

グできた領域では堆積層や基盤がイメージされている。TC は富山深海長谷。 
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図 6 測線 SJ1705～SJ17IS の MCS 探査の Prestack time migration 断面。16000 CMP
＝50 km。OSR：奥尻海嶺、JB：日本海盆、IB：石狩海盆。 
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図 7 測線 SJ1801～SJ1805 の MCS 探査の Prestack time migration 断面。8000 CMP
＝50 km。OSR：奥尻海嶺、JB：日本海盆、ST：後志トラフ。 
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図 8 測線 SJ1806～SJ1809、SJ1410 の MCS 探査の Prestack time migration 断面。

8000 CMP＝50 km。OSR：奥尻海嶺、JB：日本海盆、OB：奥尻海盆、YB：大和海

盆。 
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図 9 測線 SJ1405～SJ1409 の MCS 探査の Prestack time migration 断面。8000 CMP
＝50 km。YB：大和海盆、YR：大和海嶺。 
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図 10 測線 SJ1404、SJ14A+SJ15A、SJ14B+SJ15B、SJ14C+SJ15C、SJ14D の MCS 探

査の Prestack time migration 断面。8000 CMP＝50 km。YB：大和海盆、YR：大和海

嶺。 
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図 11 測線 SJ1507、SJ1506、SJ15FK、SJ15MZ、SJ1503 の MCS 探査の Prestack time 

migration 断面。8000 CMP＝50 km。YB：大和海盆、OKR：隠岐海嶺、OT：隠岐トラ

フ、KOB：北隠岐堆。 
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図 12 測線 SJ1502、SJ16HY、SJ16TR の MCS 探査の Prestack time migration 断面。

8000 CMP＝50 km。YB：大和海盆、YR：大和海嶺、OKR：隠岐海嶺、OT：隠岐トラ

フ。 
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図 13 「日本海の 3 次元地殻構造モデル構築」で構築した暫定的な 3 次元速度構造モデ

ル。図の範囲は図 3 の白点線の枠中。図はユーラシア大陸側から日本列島を見ている

（北西から南東方向へ見た図）。カラースケールは P 波速度。図の上面の線は本サブサ

ブテーマ及び「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」の地震探査測線。 
 
 

 
図 14 「日本海の 3 次元地殻構造モデル構築」で推定したモホ面の 3 次元形状。図はユー

ラシア大陸側から日本列島を見ている（北西から南東方向へ見た図）。カラースケール

はモホ面の深度。 
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図 15 「日本海の 3 次元地殻構造モデル構築」で推定したモホ面の深度と震源分布・活断

層の分布との比較。黒点が 2000/1/1～2018/12/31 の気象庁一元化震源による震源分布

（M ≧ 1.0、深さ≦ 50 km）24) 。赤線は海底活断層 26)。白枠がモホ面の深度の急変と

活断層や震源分布・活断層が対応している領域。 
 
  

モホ面深度（m） 
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(d) 結論ならびに今後の課題 
・平成 31 年度(令和元年度)の山形沖の地震探査による OBS データを用いて、走時解析と

波形解析を行った。設置した OBS の間隔は粗く、MCS 探査が実施されていない状況であ

ったが、大和海盆から佐渡海嶺へむけてモホ面がクリアにイメージされ、調査測線下の地

殻構造の特徴を把握することができた。今後、他の海域で OBS を用いた地震探査のデー

タ取得仕様やデータ解析手法の検討を行う上で、重要な結果となった。 
・本サブサブテーマで取得したマルチチャンネル反射法地震探査データの再解析を行い、

サブサブテーマ「2.5 津波波源モデル・震源断層モデルの構築」の「2.5.1 断層モデルの構

築」への提供や 3 次元地殻構造モデル構築に利用した。 
・本サブサブテーマや「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」で得られた

地殻構造データを用いて、それらの結果を統合した 3 次元の P 波速度構造モデルとモホ面

の深度分布の構築を試みた。モデルを構築した領域は日本海の南東半分の領域に限られ、

現時点でモデルは暫定版であるが、日本海の地殻構造の不均質や各海域の特徴を評価する

ことができる。今後、他のデータの組み込みを検討等により、最適なモデルへアップデー

トしたい。 
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(3) 8 ヵ年の成果 
(a) 業務の成果 
 本サブサブテーマは、「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」にて調査

未了となった西南日本側の日本海、北海道西方沖と山形沖での観測・研究を展開し、新た

なデータを取得することができた（図 16）。得られた結果は本プロジェクト内のサブテー

マ間の連携によりサブサブテーマ「2.5.1 断層モデル構築」に直接的に活用され、さらに

「断層モデル構築」をもとに実施された他のサブテーマへ間接的に貢献できた。2011 年東

北地方太平洋沖地震以降、日本海における震源断層モデルの見直しと再構築 1),2) は精力的

に実施されてきたが、本プロジェクトで構築された震源断層モデルは、本サブサブテーマ

で得られた新たな地殻構造探査データも加えて検討されたことが重要な点の 1 つである。 
 また、本サブサブテーマで実施された地殻構造探査は、2007 年新潟県中越沖地震以降、

複数のプロジェクトを通じて行った地殻構造探査と同様に、日本海の広域に渡って、ほぼ

同一のデータ取得仕様で実施された。これらのデータを用いた研究により、日本海の地殻

構造が定量的に分類でき、日本海盆のような標準的な海洋地殻で形成をしている領域、大

和海盆のような厚い海洋地殻で形成されている領域、日本海盆や大和海盆より日本列島側

の領域の多くでは伸張された大陸地殻で構成されていることがわかった。さらに、今回の

研究により、大和海盆の全域で地殻構造探査が展開されたことになり、大和海盆の地殻構

造から推定される構造発達過程も推定できた 3),4)。一方、平成 29 年度～令和元年度に実施

した北海道西方沖と山形沖の地殻構造探査では、その海域で発生した 1940 年積丹半島沖

地震、1993 年北海道南西沖地震や 2019 年山形沖の地震の震源域またはその近傍を横切っ

て実施した。今回の結果と「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」の結果

とあわわせて考えると、日本海東縁における被害地震は大陸地殻の領域だけではなく、大

陸地殻と海洋地殻の境界部や海洋地殻の厚さが変化している部分で発生しているケースが

あることが明らかになった。つまり、日本海東縁で過去に発生した被害地震や推定されて

いる震源断層・活断層の多くが逆断層タイプではあるが、被害地震や震源断層が同じ地殻

構造の条件下で発生・分布しているわけではなく、いくつかのパターンに分類されること

を示している。したがって、日本海東縁の震源断層に関しては北海道西方沖～新潟沖まで

一律に評価するのではなく、各々の断層が形成されている地殻構造も考慮する必要がある。 
 一方、本プロジェクトで調査を実施した海域は、沖合まで様々な漁業活動が展開されて

いる。日本海の活断層や地震活動は沿岸域や海陸境界域に多く分布するため、可能な限り

沿岸域まで深部構造が得られるように観測を展開したい。そこで、調査事前の交渉で同意

していただけるように、OBS のアンカーの改良や OBN（Ocean Bottom Node）の活用な

ど、新たなデータ取得時の工夫を行った。また、台風等の影響でデータ取得が満足に実施

できなかったケースでは、「Reverse time migration」の適用など新たなデータ解析手法

を試みた。以上は、今後の観測・研究に活用ができる技術の蓄積につながった。ただし、

浅海域をはじめとする沿岸域や海陸接合部の深部構造探査は、調査海域に関する事前調整

も難しい部分もあり、加えて限られた調査時間とコストの中で実施するには、現状まだ技

術的な課題も非常に多い。 
 最後に、本サブサブテーマで得られた地殻構造探査データは、まだ様々な解析や研究を

実施する余地が多く、プロジェクト終了後も可能な限り研究を進めていきたい。その一方
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で、日本海拡大や形成に関わる問題 5) など他の研究にも貢献できる可能性がある。今後、

JAMSTEC「地殻構造探査データベースサイト」6) から本サブサブテーマのデータを公開

するので、日本海に関わる研究・教育等への利活用を推進したい。 
 
(b) 結論ならびに今後の課題 
・本プロジェクトにより、北海道北西沖～鳥取沖における新たな地殻構造データを得るこ

とができ、サブサブテーマ「2.5.1 断層モデルの構築」に活用され、本プロジェクトの各テ

ーマ間連携の一翼として進めることできた。 
・得られたデータをもとに、日本海における各海域での地殻構造の特徴を把握することが

でき、日本海の地震断層と地殻構造の関係に知見を得ることができた。 
・日本海沿岸の漁業活動・気象条件等の難しい問題もあったが、OBS の改良などデータ取

得時の工夫や新たなデータ解析の試みを行うこともでき、今後の観測・研究に活用ができ

る技術の蓄積も行うことができた。 
・浅海域をはじめとする沿岸域や海陸接合部の深部構造探査に関して、調査海域に関する

事前調整も難しい部分もあり、加えて限られた調査時間とコストの中で実施するには、ま

だ技術的な課題も多い。 
・本サブサブテーマで得られたデータは、JAMSTEC「地殻構造探査データベースサイト」

6) から公開するので、日本海に関わる研究・教育等への利活用を推進する。 
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図 16 本サブサブテーマで実施した地震探査測線。黒線が MCS 探査測線、赤線が OBS

を用いた地震探査測線。青線が「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」

や「新潟県中越沖地震に関する緊急調査研究」による MCS 探査測線 7),8)、白丸が「ひ

ずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクト」による OBS を用いた地震探査測線

7)。 


